
 

平成３０年５月１８日 

東京都保育ニーズ実態調査結果報告書について 
 

この度、「東京都保育ニーズ実態調査」の結果報告書をまとめましたので、公表いたします。この調査

は、子育て世代の都民の保育・子育て支援サービスの利用意向等の最新の調査結果を都や区市町村の施策

展開に活用するため実施しました。 

 

1 調査概要 

（1） 調査対象・期間 

ア 都民調査 

就学前児童(0～5歳の児童)がいる世帯 約38,000世帯 

    ※23区＋待機児童数が50人以上の17市＝計40区市 

   ○第1弾(約26,000世帯)平成２９年8月25日～9月 8日 

    ○第2弾(約12,000世帯)平成２９年9月11日～9月5日 

イ 企業調査 

 子育てサポートに力を入れている都内民間企業 ２００社 

 ○平成２９年８月１４日～９月２５日 

 ○ヒアリング：平成２９年１２月～平成３０年1月 

（2） 調査方法 

 郵送による通知、インターネットによる回答及び企業ヒアリング 

（3）回収数・率 

ア 都民調査  回収数：13,114  回収率：34.36% 

  イ 企業調査  回収数：   51   回収率：25.5％  ヒアリング：５社 

（４）主な調査項目 

ア 都民調査 

対象者の属性 

教育・保育サービスの利用実態 

育児休業の利用状況等の実態 

   保育料に対する意識 

イ 企業調査 

従業員数 

従業員の育児休業、年次有給休暇取得状況等 

企業の労働環境整備のための取組 

従業員向け保育所の設置状況 

 

2 東京都保育ニーズ実態調査結果報告書 

本文「東京都保育ニーズ実態調査結果報告書」（PDF） 

 

３ 都民調査速報版（平成３０年１月２６日公表）について 
 都民調査速報版については、こちらをご確認ください。 
 http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/joho/soshiki/syoushi/syoushi/oshirase/hoikuneeds.html 

 

問合せ先 

福祉保健局少子社会対策部計画課子供・子育て施策推進担当 

電話 03－5320－4138（直通） 

ＦＡＸ 03－5388－1406 

E-mail：S0000194@section.metro.tokyo.jp 

参考７ 


